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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、取締役による業務執行に対して、取締役相互による監督及び監査役による監査を十分機能さ

せることが経営の透明性、健全性の確保に有効であると判断し、それが継続的な企業価値向上に繋がる

ものと考えております。

　そのために監査役会を設置し、独立性の高い社外取締役４名及び社外監査役２名を独立役員として

選任することにより、上記の監督・監査機能の実効性を強化しており、経営の透明性、健全性を向上さ

せております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　2021年6月の改訂後のコードに基づいて記載を行っております。

【補充原則１－２ ④　議決権の電子行使のための環境整備、招集通知の英訳】

　当社の期末株主名簿における機関投資家及び海外投資家の割合は、僅少であったため、議決権電子行使プラットフォームの利用や招集通知
の英訳を実施しておりません。株主構成の変化に応じ、今後検討を行ってまいります。

【原則１－４．政策保有株式】

　当社は、政策保有株式を保有しておらず、原則として今後も保有しない方針です。

　なお、今後、政策保有株式を保有する必要性が生じた場合には、業務提携、経営統合その他リスク・リターンを踏まえた経営上の合理的な目的
に基づく保有であることを確認・検証し、その結果を開示します。

【原則２－４ ①】社内の多様性確保

　当社では、多様な人材が最大限の能力を発揮できる職場環境や企業風土の醸成に取り組んでおります。 上記の考えのもと当社では、管理職へ

の登用等に当たっては、年齢、性別や社歴等では区分せず、意欲と能力のある従業員が平等に機会を得られるよう環境を整備しております。ま
た、従業員に占める女性比率や外国人比率、管理職に占める女性比率などを開示しております。現時点では、測定可能な目標はございません
が、今後検討してまいります。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社では、現在企業年金を導入しておりません。 　

　将来導入する際には、アセットオーナーとしての機能が発揮できる適切な人事面や運用面における取組みを行うとともに、そうした取組みの内容
を開示いたします。また、その際、企業年金の受益者と会社との間に生じ得る利益相反が適切に管理されるようにいたします。

【補充原則４－１ ②　中期経営計画】

当社は変化が激しい経営環境下において、迅速かつ柔軟な経営判断を行う必要があるため、中期経営計画を策定しておりません。なお単年度の
計画と数値実績との差異については分析し、次年度の事業計画や事業展開に反映させております。

【補充原則４－１ ③　最高経営責任者の後継者計画の監督】

　当社の取締役会は、現在、代表取締役社長の後継者の計画については、具体的な監督は実施しておりませんが、今後、その具体的なあり方に
ついて検討してまいります。

　なお、最高責任者である代表取締役については、人格・知識・経験・能力を勘案し、その時々の当社を取り巻く状況や対処すべき課題に応じて、
最適と考える人物を取締役会で選定することとしております。

【補充原則４－２ ①　中長期的業績と連動する報酬の割合、現金報酬と自社株報酬の割合の適切な設定】

　当社の取締役会は、経営陣の報酬が持続的な成長に向けた健全なインセンティブとして機能するよう、客観性・透明性ある報酬制度の設計、及
び報酬決定手続きの制定を検討してまいります。

【補充原則４－８ ①　独立社外取締役の情報交換、認識共有】

当社の独立取締役は、独立社外者のみを構成員とする会合を開催してはおりませんが、日常的に独立取締役間での情報交換や認識共有のやり
とりは行われております。公の会合などは今後検討してまいります。

【補充原則４－８ ②　独立社外取締役の情報交換、認識共有】

当社の独立社外取締役は、筆頭独立社外取締役を設置しておりませんが、直接の連携や管理部門を経由して経営陣や監査役との連携は十分図
られております。

【補充原則４－１１ ③　取締役会の実効性に関する分析・評価、結果の概要の開示】

　当社は、現在、取締役会全体の実効性の分析や評価に関する方針や手続は定めておりませんが、社外取締役をはじめ、各取締役からの意見・

要望を取締役会の運営に反映しております。

　今後は取締役会の運営に関して適時の見直しを行っていくとともに、取締役会全体の実効性についての分析・評価・その結果の概要の開示につ



いて検討してまいります。

【原則５－２．経営戦略や経営計画の策定・公表】

　当社は、【補充原則４－１②　中期経営計画】に記載のとおり、中期経営計画は策定・公表しておりません。また、ポートフォリオをはじめとする各
種情報開示については、今後の検討課題と認識しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－７．関連当事者間の取引】

　当社の取締役における関連当事者間の取引につきましては、当社や株主共同の利益に反することのないよう、法令及び定款の定めに基づき、

取締役会規程において取締役会の決議事項として規定し、その適正性を監視しております。

【原則３－１．情報開示の充実】

（i）当社は、社是や経営理念、企業ビジョン等については、決算説明会等にて発表する他、当社ウェブサイトに公開しております。

（当社の経営理念：https://appirits.com/profile/index.html）

（ii）当社のコーポレートガバナンスの基本方針につきましては、本報告書Ⅰ-１．及び当社ウェブサイトにて開示しています。　

　（当社のコーポレートガバナンス基本方針：https://appirits.com/ir/governance.html）

（iii）当社では、経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続を定め、本報告書Ⅱ-１及び株主総会招集通知及び当社ウェブサイ
ト（https://appirits.com/ir/meeting.html）にて 開示しています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（iv）当社は、取締役については豊富な経験、高い見識、高度な専門性を有する人物を、監査役については、財務・会計及び法務に関する見識ま
たは当社事業分野に関する知識、もしくは上場企業における取締役・監査役を行った経験を有し、客観的な観点から監査を行なえる人物を、独立
役員については東京証券取引所が定める独立性の要件を満たすとともに、経営陣に対する適切な意見表明や指導・監督を行う能力を有する人物

を、取締役会での審議を経て候補者に選任・指名し、株主総会で決定しております。

（v）当社は、取締役・監査役の選任に関する判断材料となる略歴や重要な兼職の状況等を株主総会招集通知及び当社ウェブサイト （https://appi

rits.com/ir/meeting.html）にて開示しております。

　また、取締役の解職、解任を行ったときは、その理由を適時開示いたします。

【補充原則３－１ ③　自社のサステナビリティについての取組みに関する開示】

　当社のサステナビリティに関する方針、取組み内容及び人的資本への投資につきましては、当社ホームページ上で開示を行っております。（http
s://appirits.com/esg/index.html）

【補充原則４－１ ① 経営陣への委任範囲の明確化と概要】

当社の取締役会は、法令及び定款に定められた事項のほか、当社「取締役会規程」に基づき、当社の経営に関する基本方針、重要な業務執行に
関する事項、株主総会の決議により授権された事項等を決議するとともに、取締役の業務執行を監督し、適切な内部統制システムを構築する責
務等を担います。代表取締役社長をはじめとした経営陣に対する委任の範囲については、「職務権限規程」及び「決裁基準表」において、業務執
行の規模、重要性及びリスクに応じて定めています。

【原則４－９ 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は独立社外取締役について、東京証券取引所が定める独立性基準に基づいて、一般株主と利益相反の生じる恐れが無く、豊富な実務経
験、その他の資質等を総合的に判断し、取締役会に対して建設的な意見を提供できる人物を選任しております。

【補充原則４－１０ ① 指名・報酬等に関する独立社外取締役の関与・助言】

当社の取締役会は、取締役２名、社外取締４役名の６名体制で、社外取締役は４名とも独立社外取締役であり、取締役会の過半数に達しておりま
す。なお、指名委員会や報酬委員会は設置しておりませんが、取締役会において報酬に関する議論を継続に行っており、社外取締役の意見を十
分取り入れて検討しております。

【補充原則４－１１ ①　取締役会のバランス、多様性および規模に関する考え方】

　当社は、取締役候補の選任について、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資する人材であることを基準とし、その基準に相応
しい豊富な経験、高い見識、高度な専門性を有する人物を、国籍、性別を問うことなく求めております。当該能力を有する人物を、取締役会での審
議を経て候補者に選任・指名し、株主総会で決定しております。

　当社の取締役会は代表取締役を含む２名の取締役と４名の社外取締役（４名とも社外独立取締役）の計６名で構成しており、各取締役は企業経
営経験、グローバルビジネス、財務・会計、労務、法務、ガバナンスの各分野において、 専門的知識と豊富な経験を有しており、取締役会としての

役割、責務を実効的に果たすための多様性と適正規模を両立した形で構成していると認識しております。また、当社ホームページにおいてスキル
マトリクスを開示しております。。

【補充原則４－１１ ②　取締役・監査役の兼任状況】

　当社は、取締役・監査役の責務が十分に果たされるよう、社外取締役・社外監査役に対して定期的に兼任状況の確認を行っています。社外取締
役及び社外監査役の他社での兼任状況は、株主総会招集通知にて、毎年開示を行うこととしております。

【補充原則４－１４ ②　取締役・監査役に対するトレーニング方針の開示】

　当社では、取締役・監査役が役割・責務を適切に果たし続けるための必要な知識の習得や適切な更新等については自己研鑽を基本的な方針と
しております。

　各業務執行取締役及び各監査役が、担当業務分野に関するセミナーや学会、業界団体が主催する勉強会に、各自の判断で必要に応じて参加
しております。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、経営企画部をIR担当部署として選定しており、定期的に決算説明会を開催しております。

　株主・投資家の要望に応じて、可能な範囲で面談を実施し 、株主との建設的な対話を持つ機会を設けております。その際把握した株主からの意

見等については、必要に応じて経営陣幹部へ速やかに報告いたします。



　当社のウェブサイトでは適宜、IR情報・PR情報を掲載しております。今後も、株主との建設的な対話を促進するための体制整備に取り組んでまい
ります。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】　【英文開示有り】

若手人材の採用、安定成長の継続、M＆Aの実施により成長力を高め、収益性、資本効率性、財務レバレッジのバランスを考慮しながら資本コスト
を上回る水準でROEを維持または引き上げるよう努めてまいります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社エイ・ティー・ジー・シー 1,555,200 37.69

クリプトメリア株式会社 320,400 7.76

魚谷幸一 240,400 5.83

和田順児 178,200 4.32

笠谷真也 84,900 2.06

JPモルガン証券株式会社 70,900 1.72

楽天証券株式会社 68,600 1.66

アピリッツ従業員持株会 67,600 1.64

八木広道 48,000 1.16

冨田英揮 46,200 1.12

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 1 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

琴坂 将広 学者

川又 啓子 学者

北上 真一 他の会社の出身者

正能 茉優 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

琴坂 将広 ○ ―――

会社経営の経験があるほか、大学の准教授も
務めており、その知識経験に基づいた当社の
経営に対する監督・意見を引き続き期待できる
ものと考え、当社社外取締役として適任と判断
したため、社外取締役に選任いたしました。ま
た、同氏は株式会社東京証券取引所が定める
独立性の要件を満たしており、東京証券取引
所有価証券上場規程第436条の２に基づき、独
立役員として指定しております。

川又 啓子 ○ ―――

青山学院大学総合文化政策学部教授として、
マーケティング戦略や消費者行動の分野にお
いて高い専門性を有するほか、eスポーツのス
ポーツ化に関する研究に従事しており、それら
に基づく客観的かつ専門性と知見を活かした
有益な助言や意見を期待できるものと考え、当
社社外取締役として適任と判断したため、社外
取締役に選任いたしました。また、同氏は株式
会社東京証券取引所が定める独立性の要件を
満たしており、東京証券取引所有価証券上場
規程第436条の２に基づき、独立役員として指
定しております。

北上 真一 ○ ―――

JTBグループ企業の要職を歴任し、ウェブ開発
やeコマース事業をけん引したほか、静岡県立
大学経営情報学部ならびに大学院経営情報イ
ノベーション研究科の特任教授として観光学の
研究に従事した経験を有しています。これらの
知見とインターネットビジネスにおける経営経
験を活かし、当社の経営に対して有益な意見
や指導を頂けるものと判断して、社外取締役に
選任いたしました。また、同氏は株式会社東京
証券取引所が定める独立性の要件を満たして
おり、東京証券取引所有価証券上場規程第43
6条の２に基づき、独立役員として指定しており
ます。

正能 茉優 ○ ―――

慶應義塾大学総合政策学部在学中に小布施
若者会議を創設し、地域活性化に寄与したほ
か、株式会社ハピキラFACTORYを創業、女性
目線・若者目線で地域商材のプロデュースを
行っております。また、ミレニアル世代の世代
論、組織論の分野にも明るく、これらの知見や
多様な経験に基づいた客観的かつ時流に沿っ
た立場からの意見が期待されることから、社外
取締役に選任いたしました。また、同氏は株式
会社東京証券取引所が定める独立性の要件を
満たしており、東京証券取引所有価証券上場
規程第436条の２に基づき、独立役員として指
定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名



監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、監査法人と緊密な連携を保ち実効的かつ効率的な監査を実施することができるよう、そのための体制の整備に努めております。具体
的な連携状況は下記のとおりです。

　　・相互の監査計画についての説明

　　・相互の監査に影響を及ぼすと認められる事項に関する情報共有等

　また、監査役は、内部監査室長と緊密な連携を保ち、組織的かつ効率的な監査を実施するよう努めております。具体的な連携状況は下記のとお
りです。

　　・相互の監査計画についての説明

　　・相互の監査に影響を及ぼすと認められる事項に関する情報共有

　　・内部監査実査への常勤監査役の立ち合い

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

石上 尚弘 弁護士

伊藤 英佑 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

石上 尚弘 ○ ―――

　弁護士として企業法務に関する豊富な経験
と、幅広い見識を有しており、かかる知識・経験
に基づいた当社経営に対する監督及び意見を
期待しているため。

伊藤 英佑 ○ ―――

　公認会計士として財務会計に関する豊富な
経験と幅広い見識を有しており、かかる知識・
経験に基づいた当社経営に対する監督及び意
見を期待しているため。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名



その他独立役員に関する事項

　独立役員の資格を充たす者を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

　当社の中長期的な成長及び企業価値向上と、対象者の受ける利益とを連動させ、会社に対する対象者の

貢献意欲を高めることを目的としてス トックオプション制度を採用しております。

ストックオプションの付与対象者
社内取締役、社外取締役、社内監査役、社外監査役、従業員、子会社の取締役、子会社
の執行役、子会社の監査役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

　当社取締役及び従業員に対して、経営参画意識を高め、将来の業績向上に対する意欲や士気を高めるこ

と並びに、当社監査役の適正な監査に対する意識を高めることによって、当社の健全な経営と社会的信

頼の向上を図ることを目的として導入しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、報酬の個別開示は行っておりません。 取締役

および監査役の報酬は、それぞれ総額で開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１．基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益に資する報酬体系とし、個々の取締
役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役及び監督機能を担う社外取
締役の報酬は、いずれも固定報酬としての基本報酬及び非金銭報酬等により構成するものとする。

２．基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しなが
ら、総合的に勘案して決定するものとする。

３．非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)

当社の中長期的な企業価値及び株主価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与するため、非金銭報酬として新株予約権（税制適格ストック
オプション）を付与するものとし、付与数は役位に応じて決定するものとする。

４．金銭報酬の額、非金銭報酬等の額における取締役個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準
を踏まえ、上位の役位ほど固定報酬としての基本報酬の金額が高まる構成とし、社外取締役の意見を聴取し検討を行う。



取締役会決議に基づき委任を受けた代表取締役社長は、社外取締役の意見内容を尊重し、当該意見で示された種類別の報酬割合の範囲内で
取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長執行役員CEOである和田順児がその具体的内容について委任をうけるもの
とし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額とする。

取締役会は、当該権限が適切に行使されるよう、社外取締役の意見を得るものとし、上記の委任をうけた代表取締役社長執行役員CEOは，当該
意見の内容に従って決定をしなければならないこととする。

委任の理由は、役位、職責、在任年数等及び当社の業績を総合的に勘案した報酬額の決定においては、代表取締役社長執行役員CEOに委任す
ることが最適であると判断しているためです。

なお、新株予約権（税制適格ストックオプション）は、社外取締役の意見を踏まえ、取締役会で取締役個人別の割当株式数を決議する。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役および社外監査役のサポートは経営企画室が行っております。取締役会等の重要会議の資料

の事前配布にあたっては可能な限り早期の配布に努めており、また、必要に応じて事前説明を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、会社の機関として、取締役会、監査役会、執行役員会、内部監査室及び会計監査人等を設置しております。 当社の各機関等の内容は

以下のとおりであります。

（１）取締役会

　当社の取締役会は、社外取締役３名を含む取締役５名で構成されております。取締役会は、原則として毎月１回の定時取締役会を開催するほ
か、必要に応じて臨時取締役会を開催いたします。取締役会では、取締役会規程に基づき、経営に関する重要事項を決定するとともに各取締役
の業務執行状況を監督しております。また、取締役会には、監査役が出席し、取締役の業務執行の状況を監視できる体制となっております。

（２）監査役会

　当社の監査役会は、社外監査役２名を含む監査役３名で構成されております。監査役会は、毎月１回定例監査役会を開催するほか、必要に応じ
て臨時監査役会を開催し、監査計画の策定、監査実施状況の共有等、監査役相互の連携を図っております。また、内部監査担当者及び会計監
査人と緊密な連携をとることに より、監査に必要な情報の共有化を図り、監査の実効性と効率性の向上に努めております。

（３）内部監査室

　当社では内部監査室が内部監査を実施しております。内部監査は内部監査規程に基づき、会社の業務運営が法令、定款及び会社の諸規程に
準拠して正確に処理され、合理的かつ効果的に運営されているか確認しております。

（４）執行役員会

　当社では、権限委譲した組織運営を行い、迅速で的確な経営意思決定と業務遂行責任の明確化を可能とするために執行役員制度を導入してお
ります。また、常勤取締役、執行役員及び各部門責任者が出席する執行役員会を毎週１回開催しております。

　執行役員会では、業務の執行状況の把握や課題に対する具体的な検討を行い、業務執行上必要な判断を迅速に行っております。

（５）会計監査人

　当社は、ESネクスト有限責任監査法人との間で、監査契約を締結しております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社
員との間には、特別な利害関係はありません。

（６）リスク・コンプライアンス管理委員会

　リスク・コンプライアンス管理委員会は、「リスク・コンプライアンス規程」に基づき、代表取締役社長が委員長となり、委員長により当社役員及び
部門長等の中から委員が選任され構成されております。原則的に四半期に一度の定時開催および必要に応じて随時開催としており、当社に関係
する法令違反のリスクを把握及び管理することで適時・適切に是正を行うことができる体制を整えております。

（７）責任限定契約

　当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役との間で、会社法第 423 条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失が

ないときは、法令が定める額を限度として責任を負担する契約を締結することができる旨を定款に定めており、申請日現在において契約を締結し
ております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監査役会設置会社であります。監査役会設置会社を選択した理由は、取締役会からの独立性が強く、独任制の監査が可能であり、コー
ポレート・ガバナンスの維持・構築が可能であることから当社においては適切な体制と考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
　株主の皆様に十分に議決権行使内容をご検討頂けるよう、早期発送に努めてまいりま
す。

集中日を回避した株主総会の設定
　多くの株主様がご出席できるように他社の株主総会の集中日を避けるとともに、

株主様が出席しやすい場所を確保するよう留意してまいります。

電磁的方法による議決権の行使
　2022年４月開催の定時株主総会からパソコン、スマートフォンまたは携帯電話により当
社の指定する議決権行使サイトにアクセスすることによって議決権の行使が可能となって
おります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

　当社は株主・投資家の皆さまをはじめ全てのステークホルダーに対して、適
時適切な情報開示、説明責任を果たすことは上場企業の責務であると考えて
おります。当社ホームページに IR 専用ページを設け、当社の経営・事業活動

について積極的に開示していく予定です。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 　決算発表後に各地でセミナーを開催しIR活動をしております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　アナリスト・機関投資家向けの説明会を定期的に開催し、業績や経営方針を
説明することを検討しております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催 　今後検討すべき事項であるものと考えております。 なし

IR資料のホームページ掲載 　当社ホームページ上に開設予定の IR 専用サイトにて、掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 　当社は IR 担当部門を経営企画室にて対応しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社は「適時開示規程」に基づき、株主、従業員等、全てのステークホルダー

の立場を尊重し、健全性及び透明性をもった経営を行うことが重要であると認識

しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 　今後検討すべき事項であるものと考えております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社ホームページ、決算説明会等により、ステークホルダーに対して積極的な情

報開示を行う方針であります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、業務の適正性を確保するために必要な体制（内部統制システム）を次のとおり定めるとともに、継続的に内部統制システムの整備を進
め、その実効性の確保に努めます。具体的には以下の内容を「内部統制システムに関する基本方針」として定めております。

１ 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）取締役会規程を始めとする社内諸規程を制定し、役職員はこれを遵守する。

（２）毎月１回以上開催する取締役会において、経営事項の審議及び決議を迅速に行い、各取締役の執行状況を監督する。契約を締結する際は、
社内規程に基づき適切な社内手続を経て契約を締結する。

（３）役職員の職務執行の適切性を確保するため、社長直轄の内部監査部門を設置し、「内部監査規程」に基づき内部監査を実施する。また、内
部監査部門は必要に応じて監査役・監査法人と情報を交換し、効率的な内部監査を実施する。

（４）監査役は、「監査役監査基準」に基づき、公正不偏な立場から取締役の職務執行状況について監査し、必要に応じて取締役会・代表取締役に
対し勧告する。

（５）「リスク・コンプライアンス規程」を通じ、法令、定款及び社会規範等の遵守の必要性を理解し、またその教育活動を推進する。

（６）企業倫理相談及び内部通報のための窓口を設置し、法令、定款、社内規程等に対する違反事実やそのおそれがある行為等を早期に発見し
是正するための仕組みを構築する。

２ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

株主総会議事録、取締役会議事録その他重要な書類等の取締役の職務執行に係る情報の取り扱 いは、「文書管理規程」等の社内規程に基づ

き、文書又は電磁的媒体に記録し、取締役及び監査役 の閲覧請求に対して、適時に開示できるよう適切に保存及び管理する。

３ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）経営の意思決定は、取締役会・執行役員会等において十分に審議を行う。

（２）取締役は、リスク・コンプライアンス管理委員会を通じて当社全体の事業に伴う様々なリスクを把握し、統合的にリスク管理を行うことの重要性
を認識したうえで、諸リスクの把握、評価及び管理に努める。また、執行役員は、所管する部門についての諸リスクの把握、評価及び管理に努め
る。

４ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）定例取締役会を毎月１回開催するほか、機動的に意思決定を行うため、臨時取締役会を開催するものとし、適切な職務執行が行える体制を
確保する。

（２）代表取締役社長のもとに取締役、執行役員及び各部門責任者で構成された執行役員会を設置し、社長は取締役会で決定した方針及び計画
に基づき、各執行役員及び各部門責任者に必要な指示を伝達する。また、執行役員会において、各部門責任者は各部門の業務執行状況を報告
する。

（３）日常の職務の執行においては、「業務分掌規程」、「職務権限規程」等の社内規程に基づき、権限の委譲を行い、効率的な職務の執行を図
る。

５ 企業集団における業務の適正を確保するための体制

親会社を含む企業集団との取引は、取引の実施及び取引条件の決定等に関する適正性を確保し、客観的かつ合理的な内容で行うものとする。

６ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関

する事項

（１）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役と協議の上、補助するための使用人を配置する。

（２）当該使用人が監査業務を補助するに当たって命令を受けた事項に関しては、取締役その他上長等の指揮命令を受けない。

７ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制

（１）監査役は、取締役会をはじめとする重要な会議に出席し、取締役等から職務の執行状況を聴取し、関係書類を閲覧することができる。

（２）取締役等は、監査役に対して法定の事項に加え、業務又は業績に重大な影響を与える事項を報告する体制を整備し、監査役の情報収集・意
見交換が適切に行えるよう協力する。

（３）取締役及び使用人は、監査役が報告を求めた事項がある場合は、迅速かつ的確に報告する。

（４）当社は、取締役及び使用人が監査役へ報告をしたことを理由として、報告をした者に対して不利な取り扱いを行うことを禁止する。

８ 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理、費用の前払または償還の手続に係る方針に関する事項

当社は、監査役がその職務の執行について必要な費用の前払等の請求をしたときは、速やかに当該費用または債務を処理する。

９ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査役は、監査法人や内部監査部門と連携し、効果的かつ効率的に監査を実施する。

（２）適宜、各監査役で構成される監査役会を開催し、各監査役相互の情報共有を図る。

（３）監査役は、監査法人や内部監査部門より定期的に監査の状況報告を受け、監査の有効性、効率性を高める。

１０ 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方およびその整備状況

（１）反社会的勢力との取引排除に向けた基本的な考え方 当社は、暴力団、暴力団構成員、準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標榜

ゴロ、 政治活動標榜ゴロ、特殊知能暴力集団等の反社会的勢力(以下、「反社会的勢力」という)との 関係を一切遮断する。

（２）反社会的勢力との取引排除に向けた整備状況

①「反社会的勢力排除規程」の運用を徹底する。

②「反社会的勢力調査マニュアル」および「反社会的勢力排除対応マニュアル」の周知を徹底し、運用体制を強化する。

③リスク・コンプライアンス管理委員会を開催し、反社会的勢力情報の収集に取り組む。

④新規取引先や顧客等について、反社会的勢力との関係に関して確認を行う。



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力排除に向けた取り組み姿勢として「反社会的勢力排除規程」「反社会的勢力排除対応マニュアル」を制定し、日常業務の
中で反社会的勢力の排除を役員 及び従業員に徹底しております。また、有事の際には、所轄警察署、顧問弁護士等と連携し、組織的に反社会的

勢力等からの不当要求等を遮断、排除します。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　当社は事業利益の最大化を通じて企業価値の向上及び安定株主の獲得が敵対的買収のリスクを下げることに繋がると考えております。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　当社では、ディスクロージャーへの積極的な取組みをコーポレート・ガバナンスの一環として位置づけており、株主等に対して適時・適切な情報開
示を行い、説明責任を果たすことで、経営の透明性を確保していきたいと考えております。



【適時開示体制の概要（模式図）】 
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【模式図（参考資料）】 

 

 


